様式第１号(第5条関係)　　　　　　　　　　（第１面）　　　　　　　　　　　
名古屋市民間既存建築物吹付けアスベスト対策事業（分析調査事業）
補助金交付申請書

　　　　年　　　月　　　日

（あて先）名古屋市長
申請者　住所　〒　　　　－
ふりがな
　　　　氏名
　　　　電話番号
生年月日
　名古屋市民間既存建築物吹付けアスベスト対策事業補助金交付要綱第５条第１項の規定により、補助金の交付を受けたいので、必要書類を添えて次のとおり申請します。この申請書及び添付書類に記載の事項は、事実に相違ありません。
また、同要綱第３条第１項第５号及び第６号の規定により、暴力団排除のため関係する官公庁へ照会することに同意します。
１　補助事業の種別
名古屋市民間既存建築物吹付けアスベスト対策事業補助金交付要綱第２条第１項第４号に定める分析調査事業

２　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　円


３　交付申請額の算出根拠
	Ａ：対象経費の額（千円未満の端数を切り捨て）
	円

	Ｂ：補助限度額
	１５０，０００円

	交付申請額（Ａ又はＢのいずれか少ない額）
	円


４　分析調査の着手予定年月日

　　　　　　　年　　　月　　　日
５　調査結果の判明予定年月日（事業完了予定年月日）

　　　　　　　年　　　月　　　日
（第２面）

　６　補助対象建築物の概要
	所在地
	名古屋市　　　　　区

	構造
	　　　　　　　　　　　造　　　　階建（地上　　　階・地下　　　階）

	建築基準法で規定

する耐火建築物
	□要求あり　　　　　□要求なし

	規模
	延べ面積　　　　　　　　　　　　　㎡

	建物用途
	

	建築年月
	昭和・平成・令和　　　年　　　月（昭和・平成　　　年　　　月）

	分析による調査を
要する箇所
	箇所
吹付け材施工箇所面積（概ね　　　　　　　　　　㎡）

	分析による調査を
実施する箇所の現状
	


　７　その他

	分析による調査を
行う分析機関
	分析機関名：

所在地：〒　　　　－
電話番号：（　　　　　）　　　　　－

	分析調査の方法
	（　定性　、　定性・定量　）　分析

	対象経費の額
	円

	注１　対象経費の額は、分析調査事業に要する経費で分析機関に支払う予定の額です。
注２　対象経費の額は、確定申告の際に交付申請額に係る消費税相当額を、仕入れに係る消費税額として税務署に納める消費税額から控除する場合には、当該消費税相当額分を減額した額とします。
注３　交付申請額は、1,000円未満の端数を切り捨てた額とします。

注４　所在地は、地名地番を記入してください。
注５　建築年月は、増築している場合は最終増築時の年月を記入し、(　)内に分析による調査を実施する箇所の建築年月を記入してください。




